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講　演　３
ヤマトグループのアジア戦略
―ネットワークの変革とサービスの進化―
ヤマトホールディングス株式会社 代表取締役社長 木　川　　　眞
　ご紹介をいただきましたヤマトホールディングスの木川です。きょうは、アジア戦略に軸足を置
いて説明します。当社は皆さんご存知のとおり、純粋にドメスティックなサービスで成長してきた
会社です。その会社がなぜ今、アジアに経営資源を大きく投下しているのかについて話します。当
社の仕事は製品等が明確にあるわけではなく、「運ぶ」というサービス、つまり純粋役務のサービ
スをお客様に提供しています。このため、われわれの事業が海外展開をする場合、日本人が現地へ
行って、そのまま日本人がサービスをすることは不可能です。したがって、その国、地域の方が日
本と基本的に同じスペックのサービスを提供しています。さらに現地のニーズに合わせたサービス
という軸足も必要です。しかし、それは日本で提供しているサービスとまったく異質のものを提供
することではありません。そこには人の育て方、社員の教育の仕方に大きな苦労があります。時間
に限りがあるので、その辺の苦労話まではお話しできないのですが、まずはお聞きください。
　こちらの資料は会社概要です。ヤマトグループには非常に長い歴史があります。大正８年（1919
年）の創業で、あと６年で100周年を迎えます。宅急便のサービスは37年間（1976年に発売）行っ
ています。ヤマトグループがここまで成長できた原動力は、この宅急便というビジネスを始めてか
らです。
　資料では社員数が17万7,000人となっていますが、今は実際18万人を超えています。そして売上
規模はグループ全体で１兆3,000億円ほどです。ヤマトホールディングスの持ち株会社の中で一番
大きな会社はヤマト運輸です。ヤマト運輸は皆さんがご存知の宅急便、あるいはクロネコメール便
をコア事業としています。ヤマト運輸の売上、利益は今、ヤマトグループ全体の７割～８割を推移
しています。
　デリバリー事業が中心になっているヤマトグループですが、それ以外の事業もあります。BIZ-
ロジ事業は、企業のロジスティクス、3PL事業を行っています。この事業では貿易物流もコアビジ
ネスとしています。ホームコンビニエンス事業は引越し、あるいは物販を行う事業です。e-ビジネ
ス事業は、わが社の事業を支えているユニークな事業です。宅急便は年間15億個程度の荷物を運ん
でいます。１日にすると400～500万個の荷物が動いています。その荷物は15分程度の間隔で、ほぼ
リアルタイムにトレーシングができています。このトレーシング技術を365日24時間止めずに行っ
ています。また、日本の高速道路で使用するETCカードで、ゲートを通った際のデータを加工し、
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各決済会社に提供するといったサービス等も提供しています。さらに、グループ内の決済事業は、
利益を生み出す大きな柱になっています。元々は代金引換から始まった事業ですが、最近は企業の
取引の信用補完という領域にまで広げ、さまざまな展開を行っています。
　このようにグループ事業は多角化してきましたが依然として、現在でも収益の７割～８割はデリ
バリー事業が占めています。以前は９割に近かったときもあり、ほぼ１社で利益を生み出していま
した。それを持ち株会社化にすることによって、事業ポートフォリオを大きく変えようとしている
のが現在の動きです。
　もう少し歴史を振り返ります。ヤマトグループは過去に２回の大きなイノベーションを行いまし
た。１回目は意外に早く創業10年目です。日本で最初に路線事業を始めました。路線事業は、定時
定刻にダイヤを組んでトラックを走らせて、そこに特定のお客様の荷物ではなく、たくさんのお客
様の荷物を一緒に乗せて運ぶ事業です。これは今の日本では当たり前の事業ですが、実はこの事業
は世界では極めてユニークです。日本では西濃運輸、福山通運、日本通運などいくつかの大きな会
社が路線事業を行っています。全体の荷物量に対する路線事業の占める割合は高いです。その逆に、
中国での路線事業は全体の荷物量の２割もありません。多くが相変わらず貸し切りトラックで運ん
でいる状況です。その路線事業を日本で最初に始めたのがヤマト運輸になります。それまでは、三
越の専業のような形でやっていた貸切り事業を、10年目に業態転換しました。これにより、成長軌
道に入ります。しかし、他社は資本やエリアを日本中に広げていく中で、当社は関東一円の路線事
業に閉じこもっていました。その状況下でオイルショックを迎え、倒産の危機に瀕したのです。
　そこで当時の社長である小倉昌男が、社運をかけて業態転換したのが宅急便です。個人の荷物を
個人に運ぶということで、第２回目のイノベーションを行いました。これが結果として大成功しま
す。業界の中で、次に潰れる会社はヤマト運輸と言われ、追い込まれた中でのイノベーションだっ
たことは間違いないと思います。ただし、これは賭けをしたのではありません。小倉はきちんと需
要構造を計算して、間違いなく需要があるという判断をしてスタートしたはずです。もちろん当時、
個人の荷物を集荷して個人に翌日に届けるサービスはありませんでした。個人の荷物を運ぶ手段は、
郵便小包か、当時国鉄の小荷物「チッキ」の二つしかありませんでした。しかもその両方とも国の
事業であり、民間は手を出さない事業でした。個人の荷物はいつ、どれだけの量で、どこ行きのも
のが出るかわからなかったため、効率が悪いと考えられていたからです。民間は、企業間の荷物を
運ぶ事業を行いました。そこにあえてヤマト運輸は大きな挑戦をし、これが大成功しました。
　成功した後がポイントです。小倉はこの成功に安住することなく、次から次へと隙間なくイノベー
ションを続けました。新しいサービスを毎年繰り返して発売することにより、需要をつくり、宅配
市場を拡大するというサイクルを彼は腐心してやりました。
　そしてその成長を継続するために行ったことは、単純に自分だけがマーケットを独占するのでは
なく、ある意味で競争をどんどん促していくことでした。そういう中で一時30社ぐらいの競合相手
が出てきました。
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　クロネコヤマトのブランドとして、私たちが最初に動物の名前で成功したので、多くの企業が動
物の名前をニックネームとしてつけました。それは「動物戦争」と言われました。そういう状況の
中でも、競争することで需要をつくるという信念を持ち、その中で勝つための新しい商品、需要の
ある商品をつくることを繰り返しやりました。
　最初に始めてうまくいったから永続的に事業が成功し続けるわけではありません。それは、１回
目のイノベーションで経験しました。だから元気なうちに次のイノベーションを行う、これがわが
社の風土の中にあります。
　宅急便ができて37年が経ちました。30年を越えると事業は成熟していくと言われています。また、
日本の人口は今後間違いなく減少していきます。そうすると、国内の需要だけ追いかけていても限
界がきます。そこで今から８～９年ぐらい前に、当時の会長兼社長である有富慶二（現：相談役）
が「ヤマトは次のイノベーションをやらなければ５年後、10年後には成長力を失い潰れるかもしれ
ない」と危機感をあおりました。それがデリバリー事業というコア・コンピタンスを活かしながら、
その周辺の事業で成長力を確保する戦略をとるイノベーションへのスタートでした。そのお手伝い
のために、私はヤマトグループに８年前に来ました。そして最初に取り組んだのが、ヤマトホール
ディングスの持ち株会社化です。事業ポートフォリオをここで大きく変えていくと同時に、100周
年に向けて、そして次の100年に向けての事業戦略を展開するためのインフラ構築に、６年程前か
ら着手し、それが今年度から本格稼働に入ります。そこで社内外に、われわれは「第３のイノベー
ション」を７月に宣言しました。これが「バリュ ・ーネットワーキング」構想（“Value-Networking”
Design）です。
　今後の事業戦略としては、大きな柱が三つあります。一つが「よりグローバルに」という考え方。
つまり日本に閉じ籠らないという戦略です。これは、日本企業と一緒に海外に出ていく発想ではあ
りません。当社は必然的に海外へ進出せざるを得ないと考えたのです。つまり、当社にとってグロー
バル化という表現は正確ではなくて、今後はボーダレス化、つまり国境がなくなるという考えなの
です。その主たるエリアはアジアです。日本の内需を中心に育ってきた会社が引き続き成長すると
きに、経営資源の軸足を国内から海外に完璧に移すということは不可能です。したがって、国内の
ネットワークの強みを活かして何ができるか考えます。以前、国をまたがる荷物の動きは基本的に
大ロットで、船にコンテナを積んで、満載にして運んでいました。そして倉庫に入れ、在庫を持ち
ながら小出しで物を流通していく物流が基本でした。しかし時代背景が変わり、今は小口多頻度輸
送という時代に入ってきました。極力在庫を圧縮しながら、スピード配送することで、物流の効率
化を進める流れが日本国内でも、そして国をまたがる物流でも起こっています。つまり当社のよう
な小口貨物を主とする事業が、本格的に海外に進出するタイミングが来たということです。このよ
うな時代背景があって、アジアに宅急便のネットワークを構築し始めました。この本格展開を始め
たのが３年半前からです。
　それからもう一つは、主として国内の戦略です。より地域密着、より個人の生活密着型のビジネ
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スをやる考え方です。今後、日本の社会構造は少子高齢化が進んでいきます。さらに地方の過疎化
も進む中で、生活がどんどん不便になっていきます。
　eコマースのように便利になる部分はありますが、不便になる人が増えていきます。そして行政
サービスは、財政状況からいって、切り捨てられる時代になります。また労働力人口は減っていき
ます。つまり、支える人がいないまま、行政サービスの質は落ちていかざるを得ない状況が予想さ
れます。それを当社はインフラ企業として支えようと考えています。その初めてのビジネスが過疎
地における「まごころ宅急便」です。宅急便のセールズドライバーが買い物代行をしながら、ひと
り暮らしの老人の安否確認をします。何か変化があった場合には、その情報を行政や病院等につな
ぐサービスです。このような行政と連携したサービスについて、全国330の市町村と協議し、その
うちの約半分がすでに稼働しています。そして65の市町村とは包括的な協定を結び、住民サービス
あるいは観光、地域の活性化、商店街の活性化という日本の生活インフラの強化を行っています。
　「よりグローバルに」、「よりローカルに」ということを同時にやります。これは先ほど太田先生
のスライド中でのBoth-And戦略です。以前これを見たある人から「こんな股裂きのような戦略は
あるのですか」と言われましたが、実際に進行しています。これが、次の100年を考えたときに私
たちが成長するために必要な戦略になります。
　グローバル化を進め、そして宅急便を中心とした物流の品質を飛躍的に上げていき、さらにコス
トが増えない仕組みを作り出す。このために今まで６年かけてやってきたのが、四つのプロジェク
トです。
　一つ目が宅急便の海外展開。二つ目が国内の主要都市間の宅急便の当日配達。三つ目は、アジア
の宅急便ネットワークを翌日でつなぐプロジェクトです。これを実現するために、ANA（全日本
空輸）と全面的なアライアンスを結び、昨年（2012年）11月から沖縄国際物流ハブの活用を開始し
ました。また、10月28日から「国際クール宅急便」を始めます。これは小口貨物の温度管理をしな
がら輸送する世界初のサービスです。
　四つ目は、羽田空港に隣接した場所に９月20日に竣工した、まったく新しいコンセプトの日本最
大級の物流ターミナル「羽田クロノゲート」です。これは「よりグローバルに」、そして国内の物
流を進化させるためにつくりました。
　ただ、建物をつくっただけでは何も動きません。それを動かすのは人です。したがって仕事のや
り方を大幅に変えました。そして機械化、効率化のための投資も同時に行いました。当社には幸い
にしてサービスマインドというDNAが通っています。サービスをさらに進化をさせ、「お客様の
ために」という教育をより徹底して、そのサービスマインドをつくり上げる。そしてそれを海外の
同僚に浸透させていくことを現在行っています。
　一つ目のプロジェクトである宅急便の海外展開では、今現在海外で宅急便事業は台湾・上海・シ
ンガポール・香港・マレーシアの五つの地域で展開しています。それ以外では、宅急便は進出して
いませんが、ロジスティクス等の事業を展開している地域があります。
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　二つ目のプロジェクトで重要な拠点となる厚木ゲートウェイでは、国内の主要都市の宅急便の当
日配達が可能になります。つまり朝、大阪で出した荷物が夕方には東京で受け取れます。それも通
常の宅急便の運賃と大きく変わらない水準で提供します。現在では１個数万円ぐらい支払うとハン
ドキャリーで運べますが、それではあまりニーズはありません。したがって、通常サービスとして
提供できるように考えています。eコマースがどんどん発展する中で、当日配達は必然的なニーズ
になってきています。
　そして三つ目のプロジェクトの沖縄国際物流ハブです。沖縄は４時間でアジアの主要都市をほと
んどカバーできます。カバーできないのがシンガポール、インドネシアですが、羽田発の深夜の旅
客機に荷物を乗せると、翌朝には届けることが可能です。あとは通関、食物であれば検疫の手続が
うまく通れば、アジアへの宅急便の翌日配達が可能になります。これはすでに香港で実験をし、北
海道でとれたカニを翌日の夕食の食卓に出すことができました。これがいよいよ本格的に稼働を始
めます。
　四つ目のプロジェクトである羽田クロノゲートは、床面積だけで東京ドーム４個分です。これだ
けの規模を１社で使う企業は日本ではありません。ただし、その中で宅急便機能が占めるのはごく
一部で、多くが倉庫の機能です。倉庫というのは保管するイメージがありますが、羽田クロノゲー
トは基本的に保管をするという考えはありません。モノは常に動いている。そして、通過する過程
で加工したり、修理をしたり、洗浄したりします。たとえばインプラントのような医療器具を洗浄・
保管して、そこから病院にスピード配送するサービスが可能になります。
　このようなプロジェクトを合わせることで「止めない物流」を提供します。ここで実現すること
はスピード、品質、コストをすべて改善するということです。従来はこれを足し算、すなわちどれ
か一つでも優れたものがあれば、物流として価値があると言われていました。これを足し算ではな
く、掛け算で何一つ劣らないものとして実現することが、「バリュー・ネットワーキング」構想と
いう考え方です。
　ヤマトグループの海外展開では、B to Bの事業は30数年の歴史がありまして、世界22ヶ国で事業
を行っています。しかし宅急便の展開は、まだ五つの地域です。そして、私たちがアジアの中で行
おうとしていることは、一つは日本の成長戦略に貢献する事です。たとえばTPPでは多くの課題
があります。その中の一つとして農業の問題があります。私たちのサービスを利用することで、農
産物を新鮮なまま海外に輸出することが可能になります。
　また、二つ目がアジア諸国の物流改革です。アジア各国の内需はすごい勢いで伸びると予想され
ます。そこで発生する今後の課題はどうやってものを運ぶかです。この運ぶ品質を上げないかぎり、
必ず限界に直面します。それを解決するため、アジアの各国で品質の高い配送、デリバリーを提供
しようというのが私たちの戦略です。
　ヤマトグループはこういう仕事にチャレンジしたばかりです。このビジネスモデルの輸出が成功
するかは、まだ試行錯誤の過程にあります。本日コーディネータである太田先生には、スタート時
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点から定点観測をし、本当にこのサービスがアジアで通用するか、どういう形で伸びていくか、学
術研究のテーマとして取り上げていただいています。私たちは必ず成功する確信があるわけではあ
りませんが、間違いなくこのニーズはあると考えています。そしてまた、それをやらないとアジア
の成長は加速しないとも考えています。その想いを持って物流の改革をアジアでも進めようという
のが私たちの考えです。
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